(別添様式１- １)
平成23年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：社会福祉費　目：社会福祉諸費
	事業名: 地域包括ケア体制構築推進事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　健康福祉部 地域福祉国保課 地域福祉担当　電話番号：058-272-8261（直通）
　　　　E-mail：c11219@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：860千円（前年度予算額：860千円）

	事業内容


	１　事業の内容


中・長期的な施策目標として、地域の医療・福祉をはじめ、多種多様な関係機関・団体の連携（多（他）職種協働・連携）のもと、地域で暮らす要支援者一人ひとりのニーズに沿って、制度及び制度外サービスが包括的かつ継続的に提供される「地域包括ケア体制」の構築が必要である。

　地域包括ケア体制の構築に向けた取組の普及事業を地域医療のシンクタンクでもある県医師会への委託により実施する。

　・各地域におけるモデル事業実施等により、地域包括ケア会議を中核とする｢地域包括ケア体制｣の普及

　・ふれあいサロンなど住民自らによる健康づくり・介護予防活動において、医師が講師・アドバイザーとしての役割を担う「住民健康づくり活動支援体制」の普及 
	２　所要経費


・地域包括ケア体制構築のための普及（医療アプローチ）事業委託費　860千円

	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


　Ⅰ　安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
　　１　高齢者の介護や見守りの体制を整える
・県医師会、県歯科医師会、県看護協会、県社会福祉協議会、県等の連携による、地域での円滑な講師等派遣や介護予防メニューづくりに向けた体制づくりを推進する。
・高齢者に加え、障がい者など地域の福祉サービスを必要とするすべての要支援者を対象とした「地域包括ケア体制」の構築に向けて医療・福祉関係者と連携し、調査・研究を行う。
	２　これまでの取組状況


・H20、21年度の2ヶ年において、地域包括ケア体制構築に向けた調査を県医師会への委託により実施
・県社会福祉協議会との連携により、地域包括ケア体制構築の前提となる制度外サービスの整備充実に向けた取組を推進
	３　これまでの取組に対する評価


・地域包括ケア体制の構築の前提となる県内の制度外サービスの整備・充実が十分と言えない状況であり、引き続き市町村及び市町村社会福祉協議会の取組を支援していく必要がある。
・中・長期目標として、医療と福祉をはじめとする多（他）職種協働・連携による地域包括ケア体制の構築の必要性等の普及を図っていく必要がある。
	１月１５日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）
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